
１．はじめに

アメリカ合衆国の本土は南北約2000km，東西約

4000kmの横長の形をした大陸である．一方，日本は

南北方向がアメリカ本土に匹敵する約2000kmに及ぶ

列島状の島国である．アメリカ本土の面積は日本の25

倍もあり，主に東西方向の大きさの差に由来する．も

ちろん，これらの国土の違いはケッペンの気候区分に

反映されている．日本の殆どが，温暖湿潤気候

（Cfa）という１つのケッペン気候区に属しているの

に対して，アメリカ本土は大きく分けても，夏涼冷帯

湿潤気候（Dfb）・夏暖冷帯湿潤気候（Dfa）・温暖湿潤

気候（Cfa）・ステップ気候（Bs）・砂漠気候（Bw）・西

岸海洋気候（Cfb）・地中海気候（Cs）の７つの気候区

に属している．

この広大なアメリカ本土に関する気候の地域特性の

研究では，さまざまな視点からの報告がなされてい

る．気温（Willmott and Matsuura 1995；Richard-

son et al.2004；Lauritsen and Rogers 2012），気温

と植生（Richardson et al.2004；Daly et al.2012），

降水（Di Luzio et al.2008；Bosilovich2013），竜巻

（Brooks et al.2003；Ashley2007；Fuhrmann et al.

2014），ハリケーン（LaRow 2012），吹雪（Gay and
 

Davis 1993；Changnon et al.2006）に関するものな

ど多岐にわたっている．

回帰分析法を用いて，海抜高度による気温減率を

扱った研究も多く見られる．しかし，これらの報告

は，全てアメリカ本土を予め分割した地域についての

気温減率を扱っている（Ollinger et al. 1995；Dod-

son and Marks1997；Blandford et al.2008；Huang

 

et al.2008；Minder et al. 2010）．広大なアメリカ本

土を１つの回帰対象にした気温減率グラフに基づいて

地域分けを試みた研究はない．

本報告では，アメリカ本土と日本を，それぞれ１つ

の対象にし，年平均気温について緯度と海抜高度の２

つの説明変数を用いる回帰分析を行った．得られた気

温の海抜高度減率を手掛りにして，広大なアメリカ合

衆国本土と列島状の島国日本の気候の地域特性につい

て新たな知見を見出すことを目的としている．

アメリカ本土と日本の地理条件の違いは，１年間の

平年値の日平均気温をグラフ化して示す気温図にも反

映していると考えられる．本報告の後半では，気温図

から得られる２つの特性値（年平均気温と年較差）を

用いて，アメリカ本土と日本の気候の地域特性の違い

を調べることも目的とした．

２．データと解析方法

2.1 気温データとその地理条件

回帰分析するために用いた年平均気温は以下の手続

きで求めた．

アメリカ本土の年平均気温を計算する元になる日気

温データは，米国海洋大気局（National Oceanic and
 

Atmospheric Administration：NOAA）の下部組織

である米国気候データセンター（National Climatic
 

Data Center：NCDC）が提供する気象データベー

ス：NCDC Climate Data Online（http://www7.

ncdc.noaa.gov/CDO/cdo#TOP）から入手した．各

観測地点の30年間（1981-2010年）の日気温データを

30年の統計期間で算術平均して求めた１年間（365日）

の値を，９日間移動平均を３回繰り返すKZフィルタ

を用いた日別平滑平年値の算出方法（気象庁 2011）

に従って日平均気温の平年値を計算した．年平均気温

は，１年間（365日）の日平均気温の平年値の算術平
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均により求めた．

NCDCの日気温データには欠測または資料不足値

の年がある場合も多くあるので，その場合は，欠損年

を除いて計算を行った．アメリカ本土における673観

測地点の欠損年を除いた平均の日気温データ充足率

は，82.3％（＝9015日/10957日×100）であった．

アメリカ本土673観測地点の緯度経度高度の地理

データは，Daily Climate Weather Data Statisticsの

ウェブサイト（http://geodata.us/weather/）から入

手した．

日本の日平均気温の平年値データ（1981-2010年）

と観測地点の地理データは，気象庁の過去の気象デー

タ検索サイト（http://www.data.jma.go.jp/obd/

stats/etrn/index.php）の都府県・地方の選択画面を

利用して得た．気象官署及びアメダスのデータから，

各気象観測地点の標高と緯度経度を確認しながら標高

の高い地点を多く，かつ全国均一に覆うように選定し

て，必要な観測地点数の日平均気温の平年値データを

ダウンロードした．アメリカ本土の観測地点数（673

地点）との数のバランスも考慮して263観測地点を選

定した．富士山に次ぐ海抜高度1945mの剣山の日平

均気温の平年値は，最新のデータがないため，観測期

間1969-1998年のデータ（http://shumiyama.web.

fc2.com/kisho/turugisan-kisho.html）を用いた．

アメリカ本土の場合と同じく，年平均気温は１年間

（365日）の日平均気温の平年値の算術平均により求め

た．

2.2 気温の重回帰式

観測気温データを目的変数に，科学的因果関係の明

らかな緯度と高度を説明変数にとる重回帰分析法を用

いて気温の重回帰式を計算した．

観測地点 iの観測気温（年平均気温）y(i)，緯度

x(i)，高度 x(i)，とすると，予測気温（年平均気

温）y(i)は(1)式の重回帰式で示される．

y(i)＝y(i)－ε(i)＝a x(i)＋b x(i)＋c (1)

但し，a：緯度係数，b：高度係数，c：定数，

ε(i)：重回帰誤差

第１項は年平均気温の緯度成分，第２項は高度成分，

第３項は緯度と高度に依存しない定数である．

３．気温の海抜高度減率グラフ

3.1 海抜高度減率指標の計算

アメリカ本土は673個の観測気温，日本は263個の観

測気温を用いて，それぞれ重回帰分析した結果を第１

表に示す．

決定係数 R は，日本（R ＝0.963）と比べアメリ

カ（R ＝0.853）は少し小さいものの，緯度と高度の

２説明変数でどちらも満足すべき結果が得られてい

る．アメリカでは，１度北上すると気温が0.74℃，

100m登ると気温が0.25℃低くなる．一方，日本で

は，１度北上すると0.89℃，100m登ると0.58℃気温

が低くなる．アメリカと日本の間に緯度による気温減

率には大きな差はないが，高度による気温減率は２倍

以上の差がある．

自由（環境）大気の高度による日平均の気温減

率は，0.65℃/100mの値である（Lydolph 1985；

Goodale et  al. 1998；American Meteorological
 

Society 2012）．実際に高地の気象観測地で測定され

る高度による日平均の気温減率は，地理的地形的条件

によって，また，季節によっても大きく変化する

（Ollinger et al.1995；Goodale et al.1998；Rolland

2003；Burt and Holden2010；Chiu et al. 2014）．そ

れゆえ，高校の地理教科書に記載されている海抜高度

による気温減率の値0.5～0.6℃/100mを基準にして

以下の考察を行った．

日本の高度減率0.58℃/100mは，教科書の気温減

率の範囲内で妥当な値である．一方，アメリカ本土の

高度減率0.25℃/100mは大変小さく教科書の気温減

率の半分以下である．この原因は，アメリカ本土の地

理や地形に関係すると考えられる．広大な面積を持つ

こと，さらに，西経100度以西がシエラネバダ山脈，

グレートベースン，ロッキー山脈など山脈と盆地から

〝天気"62．6．

第１表 重回帰分析結果．
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なる高地地形であり，以東が中央平原や海岸平野の主

に平野地域であることに起因するのではないかと考え

た．そこで，海抜高度による気温減率を手掛りにし

て，アメリカ本土と日本の気候の地域特性について検

討した．

3.2 海抜高度減率指標による気候地域特性に関す

る一考察

重回帰分析の結果を活用すれば，観測気温を緯度成

分と高度成分に分けて考察することができる．たとえ

ば，回帰誤差を含めた高度成分 y(i)は，観測気温

y(i)から(1)式の第１項の緯度成分 a x(i)と第３項

の定数 cを引き去ると求められる．それゆえ，緯度

成分と定数項を除いた成分（仮に高度成分）y(i)は，

(2)式で与えられる．

y(i)＝b x(i)＋ε(i)＝y(i)－a x(i)－c (2)

また，比較のため高度のみを説明変数にした単回帰分

析を(3)式を用いて行った．

y(i)＝b′x(i)＋c′＋ε(i)

(3)

但し，b′：高度係数，c′：定数，

ε(i)：単回帰誤差

アメリカ本土と日本について，

(2)式を用いて計算した高度成分

y(i)を，高度 x (i)に 対してプ

ロットした気温の海抜高度減率グラ

フを第１図aと bの散布図で示す．

比較のため，(3)式の高度 x(i)を

説明変数にとる単回帰式で分析した

観測気温 y(i)の単回帰グラフを第

１図cと dに示す．(3)式の単回帰

誤差ε(i)と比べて，(2)式の重回

帰誤差ε(i)の格段に小さくなって

いることが各グラフの回帰直線から

のデータ点の乖離の様子からわか

る（決定係数 R に反映している）．

重回帰分析の結果を使って計算し

た高度成分について，日本の場合，

高度減率0.58℃/100mの値と第１

図b中に示す決定係数 R ＝0.893

の値から満足すべき結果が得られて

いる．ところが，第１図bの日本

では，剣山（1945m）と富士山（3775m）を除くと

全て高度1350m以下のデータなので，突出して標高

の高いこの２つが回帰係数と決定係数に影響を与える

ことが考えられるので，それについて調べた．剣山と

富士山を除いて重回帰計算すると，高度減率は

0.58℃/100mから0.60℃/100mに大きくなり，決定

係数は0.893から0.812に小さくなりかなり影響を与え

ることがわかった．しかし，気温の高度減率0.60℃/

100m（大気の標準的な値に近い），決定係数0.812

は，アメリカ本土のこれらの値と比較して満足できる

と判断して以下の考察を進めた．一方，アメリカ本土

の高度成分では，高度減率0.25℃/100mと決定係数

R ＝0.378の値とも満足すべき結果とは言えない．高

度減率が0.25℃/100mと異常に小さいのは，アメリ

カ本土のデータ点の分布に原因があると考えられる．

第１図bの日本では，データ点の分布が回帰直線の

上下でほぼ対称性を保っている（回帰誤差が近似的に

正規分布する）のに対して，第１図aでは非対称で

第１図 気温の海抜高度減率グラフ．（a）アメリカ本土の高度減
率グラフ，（b）日本の高度減率グラフ，（c）アメリカ本
土の単回帰グラフ，（d）日本の単回帰グラフ．
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ある．よく見ると，データ点の分布の一部には，回帰

直線の勾配－0.25℃/100mと比べて，第１図bの勾

配－0.58℃/100mに近い大きな勾配を持つ分布成分

があると見ることができる．この大きな勾配の分布成

分の左下に別の分布成分が重なっているため非対称に

なっている（回帰誤差も正規分布していない）と思わ

れる．そこで，第１図aは，２種類のデータ点成分

が重なって分布していると解釈した．第１図aの縦

軸を1.6倍に拡大した第２図a中に直線 y＝－0.60x＋

2.5を仮に設定して，その上側に分布する高温のデー

タ点成分を群１（○印），下側に分布する低温のデー

タ点成分を群２（□印）として分けてみた．(2)式を

用いて計算した高温の群１成分（○印237観測地点）

単独を第２図bに，第２図cには低温の群２成分

（□印436観測地点）単独をグラフ化して示す．する

と，第２図bに示す回帰直線から群１成分（237地

点）の高度減率は0.51℃/100mとなり，第２図cに

示す回帰直線から群２成分（436地点）の高度減率は

0.46℃/100mに大きくなり先ほどの大気の標準的な

値に近づくことがわかった．

この２種類の群に属する観測地点を地図上で印分け

して示すと，西経100度を境にして高温の群１（橙色

の●印）と低温の群２（緑色の■印）の観測地点が殆

ど混じり合うことなく東西に分かれるとともに西部地

域の太平洋岸にも■印のあることが示された（第３

図）．すなわち，観測気温の高度成分によって，アメ

リカ本土が高温の西部地域（237地点）と低温の東部

地域（356地点）及び太平洋岸地域（80地点）の２種

類の気候地域に分けられることが明らかになった．観

測地点が殆ど混じり合わなくて２地域に分かれる第３

図は，海抜高度減率グラフ（第２図a）を２群化する

ため仮に引いた直線の妥当性の根拠を与えている．ア

メリカ本土の気候が西経100度を境にして東西２つの

地域に分かれることは周知で，地理教科書には，西経

100度の東側は多雨地域，西側は年間降水量500mm

以下の少雨地域の２地域に分けられると記述されてい

る．これを示すアメリカ本土の最新の精密な降水量等

高線地図が PRISM ホームページ（http://www.

prism.oregonstate.edu/）に掲載されている．

第２図bと cに示す散布図から，高温の群１と低

温の群２に属する全ての観測地点について平均した海

抜高度０mでの気温を計算することができる．散布

第２図 アメリカ本土の海抜高度減率グラフの２群化．（a）２群化（○印と□印）グラフ，
（b）群１（○印237観測地点）単独グラフ，（c）群２（□印436観測地点）単独グラフ．

第３図 海抜高度減率グラフの２群化によるアメ
リカ本土の地域分け．西経100度を境に，
群１（橙色の●印）の西部地域（237観
測地点）と群２（緑色の■印）の東部地
域（356観測地点）及び太平洋岸（80地
点）の２地域に分かれる．

注記：北部のノースダコタとサウスダコタの２州
では州の境界（西経105度付近）が群１と
群２の境界にほぼ一致している．
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図の回帰直線の縦軸切片から，高温の群１と低温の群

２の海抜高度０mでの気温は4.1℃（237地点平均）

と－0.4℃（436地点平均）とわかる．それゆえ，高度

０mでは西部地域が東部地域より4.5℃（＝4.1－

（－0.4））高温と計算される．この気温差が，西経100

度を境にしてアメリカ本土を東西２つの気候地域に分

けさせる原因になっている．

第４図aには，アメリカ本土673観測地点の観測気

温 y(i)を３℃毎に色分けして示す．673観測地点に

ついての高度成分 y(i)を高度０mに内挿した値を

y (i)で表すと，y (i)は第２図bと c中に示す回

帰式の高度減率0.51℃/100mと0.46℃/100mの値を

用いて計算することができる．この手続きで計算した

気温 y (i)は，第２図bと cの各データ点を図中の

直線に平行に高度０mに内挿した気温に相当する．

y (i)を３℃毎に色分けして第４図bに示す．

y (i)は，アメリカ本土の673観測地点について，緯

度補正した海抜０mの年平均気温を示すと見なせる．

比較のため，アメリカ本土のGoogle Earth航空写真

と先ほどのPRISM の降水量地図を，第４図cと dに

示す．第４図aの観測気温の図は，南北方向の気温

差で地域分けされるが，第４図bの海抜０mの気温

の図は，東西方向に地域分けされている．第４図b

の低気温地域（黄緑色・緑色・青色）と高気温地域

（黄色・オレンジ色・橙色）の分布は，第４図cの航

空写真の緑色と茶色の地域の分布に比較的よく似てお

り，東西に分かれる境界線の様子は降水量地図にも似

ているが，より航空写真に近い．航空写真と降水量地

図を参考にして考察すると，気温の海抜高度減率グラ

フで２群化される西部地域と東部地域の気候特性は，

両地域のアルベドに影響を与える植生の差，西経100

度を境にした年間降水量の差など気温に作用する多く

の気候要素を総合的に反映していると考えられる．さ

らに，第４図bの結果とケッペンの気候区分の関係

について考察すると，アメリカ本土は大きく分けても

７つのケッペン気候区に属しているが，気温の海抜高

第４図 アメリカ本土の気温地図，衛星写真，降水量地図の比較．（a）673観測地点の年平均気温（℃），（b）
673観測地点の年平均気温の y (i)成分（℃），（c）Google Earth衛星写真（ナチュナルカラー画像），
（d）降水量地図（PRISM）．
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度減率グラフで区分けされるアメリカ本土は，東西方

向に大きく２つの地域に分かれる．さらに，ワシント

ン州からカリフォルニア州に至るケッペンの西岸海洋

気候（Cfb）・地中海気候（Cs）地域が，東部地域の夏

涼冷帯湿潤気候（Dfb）・夏暖冷帯湿潤気候（Dfa）・温

暖湿潤気候（Cfa）地域と同じ地域に仕分けされるこ

とが示された．その結果，海抜高度減率グラフで区分

けされるアメリカ本土は，ケッペン気候区の区分けよ

り単純な気候地域特性を有することが明らかになっ

た．

アメリカ本土を予め分割した狭い地域ごとに小さな

回帰誤差を求める手法を取らなくても，本土を１つの

対象にした気温減率グラフの回帰誤差を小さくする本

研究の手続きによって，アメリカ本土が意味のある気

候地域に分けることができる可能性が明らかになっ

た．

次に，日本の海抜高度減率グラフ第１図bを見る

限り，アメリカ本土のように２群化すべきでなく，日

本については，群は１つしかないと判断される．それ

ゆえ，アメリカ本土に匹敵

する南北方向に約2000km

の日本では，気温の海抜高

度減率グラフの解析からは

大きな地域差は示されない

ことが明らかになった．こ

の結果は，１．はじめに，

で触れたように，日本の殆

ど が，温 暖 湿 潤 気 候

（Cfa）（北海道の一部を除

く）という１つのケッペン

気候区に属していることと

関係すると考えられる．

４．気温図を用いた米国

の気候区分に関する

一考察

気温図から得られる２つ

の特性値（年平均気温と年

較差）を用いて，アメリカ

本土と日本の気候の地域特

性を調べられないか，その

可能性を検討した．地球上

では緯度が高くなると年平

均気温が低くなり年較差が

大きくなるので，両者は逆比例の関係になるはずであ

る．一方，観測地点の置かれた地域の地理的地形的な

条件で，この関係は変化すると考えられる．

第５図aと bは，アメリカ本土673観測地点と日本

263観測地点について，縦軸に年平均気温 T (i)，横

軸に年較差 T(i)をプロットして両者の相関を調べ

た散布図である．第５図bの日本では，年平均気温

と年較差に明確な負相関の関係が見られ緯度の効果が

はっきり出ている．一方，アメリカ本土の第５図a

では，グラフ全体に広く分布し，日本とは一見して大

きな違いがあるが，よく見るとデータ点密度の高いと

ころの分布は，日本と似ている．そこで，前節の結果

を参考にして仮に，アメリカ本土の673観測地点につ

いて，西経100度を境にして地理的に正確に東西２地

域に分け，以西地域（322地点）と以東地域（351地

点）の散布図を別々に第５図cと dに示す．すると，

第５図dの以東地域の散布図では，年平均気温と年

較差に日本と同様な負相関の関係が見られ緯度の効果

がはっきり出ている．年平均気温と年較差の相関は強

第５図 年平均気温と年較差の散布図グラフ．（a）アメリカ本土673観測地点，
（b）日本263観測地点，（c）アメリカ本土の西経100度以西地域322観測
地点（第３図の太平洋沿岸80地点を緑の■印で示す），（d）アメリカ本
土の西経100度以東地域351観測地点．
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くて，日本の相関係数 r＝－0.755に対して以東地域

の相関係数は，日本より大きく，r＝－0.875である．

日本の約11倍の広さの以東地域の緯度効果がよりはっ

きりしている．西経100度以東地域は，地形的にはグ

レートプレーンズ，ミシシッピ川の流れる中央平原，

その東側にアパラチア山脈があるものの，大西洋岸は

幅広い海岸平野など主に広大な平野からなることが緯

度の効果がはっきりでることに関係していると考えら

れる．さらに，南北約2000kmに渡って温暖湿潤気候

（Cfa）・夏暖冷帯湿潤気候（Dfa）・夏涼冷帯湿潤気候

（Dfb）のケッペン気候区を有する西経100度以東地域

の散布図が，同じく南北約2000kmに渡るほぼ全域が

温暖湿潤気候（Cfa）の日本列島とよく似た散布図を

示すことが明らかになった．

一方，第５図cの以西地域では，データ点は広範囲

に散漫に分布していて年平均気温と年較差との間に

は，緯度による相関関係が小さくなっている（r＝

－0.428）．これは，以西地域の特徴的な地理的地形的

条件によって緯度による関係が変化しているためと考

察した．西経100度以西は，北西部の森林地帯，セン

トラルバレー，砂漠地帯，シエラネバダ山脈，グレー

トベースン，高山の連なるロッキー山脈など森林，平

地，砂漠，盆地，山脈などからなる多様な地形の地域

である．これらの地形が気温図の多様性にも反映して

いると考えられる．さらに，第５図cの太平洋岸80地

点（緑色の■印）のデータ点の多くは，横軸（年較

差）の値の小さな位置に分布し，同じ年平均気温の割

には年較差の小さいことを示している．これは，太平

洋岸の地域が，ケッペン気候区で，ステップ気候

（Bs）・西岸海洋気候（Cfb）・地中海気候（Cs）に属し

ていることと関係があると考えられる．
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